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商用サプライチェーン支援制度により動き出した水素市場

本
年
１
月
４
日
、
経
済
産
業
省

の
総
合
資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
調
査
会

水
素
政
策
小
委
員
会
の
中
間
整
理

が
示
さ
れ
、
水
素
の
商
用
サ
プ
ラ

イ
チ
ェ
ー
ン
支
援
制
度
の
方
向
性

を
明
ら
か
に
し
た
。
①
水
素
製
造

コ
ス
ト
（
基
準
価
格
）
と
既
存
燃

料
価
格
（
参
照
価
格
）
と
の
差
額

を
15
年
に
わ
た
り
国
が
補
填
す
る

制
度
を
新
設
す
る
こ
と
、
②
今
後

10
年
で
大
規
模
３
カ
所
程
度
、
中

規
模
５
カ
所
程
度
の
供
給
拠
点
の

整
備
へ
の
支
援
す
る
こ
と
が
示
さ

れ
た
。

水
素
製
造
コ
ス
ト
の
補
填
制
度

は
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
固

定
価
格
買
取
制
度
（
Ｆ
Ｉ
Ｔ
）
に

似
た
仕
組
み
で
あ
る
。
水
素
の
製

造
コ
ス
ト
と
既
存
燃
料
価
格
と
の

差
額
を
15
年
間
に
わ
た
り
国
が
補

助
す
る
こ
と
で
、
先
行
し
て
投
資

を
行
う
事
業
者
の
リ
ス
ク
を
事
業

期
間
に
わ
た
り
支
え
る
。
Ｆ
Ｉ
Ｔ

に
よ
り
急
速
に
拡
大
し
た
再
エ
ネ

と
同
様
に
、
民
間
事
業
者
の
事
業

予
見
性
を
高
め
る
こ
と
で
民
間
事

業
者
の
投
資
を
促
し
、
水
素
の
普

及
に
向
け
た
環
境
が
整
っ
た
と
言

え
る
の
で
は
な
い
か
。

政
府
は
今
後
10
年
で
大
都
市
圏

を
中
心
に
大
規
模
拠
点
を
３
カ
所

程
度
、
地
域
に
分
散
し
て
中
規
模

拠
点
を
５
カ
所
程
度
、
計
８
カ
所

程
度
の
供
給
拠
点
の
整
備
を
進
め

る
方
針
で
あ
る
。
大
規
模
拠
点

は
、
大
規
模
な
需
要
創
出
と
効
率

的
な
供
給
体
制
の
一
体
的
な
創
出

を
目
指
し
、
大
規
模
火
力
発
電
所

や
石
油
精
製･

化
学
製
鉄
な
ど
の

産
業
集
積
が
進
む
拠
点
な
ど
核
と

な
る
水
素
の
大
規
模
需
要
家
を
有

す
る
エ
リ
ア
を
選
定
す
る
計
画
で

あ
る

Ｊ
Ｅ
Ｒ
Ａ
や
関
西
電
力
を

中
心
に
水
素･

ア
ン
モ
ニ
ア
の
混

焼
発
電
に
関
す
る
実
証
準
備
が
進

ん
で
い
る

仮
に
１
０
０
万
㌔
㍗

の
火
力
発
電
所
に
１
％
の
混
焼
し

た
場
合

燃
料
電
池
車(

Ｆ
Ｃ
Ｖ)

３
万
台
分
に
相
当
す
る
水
素
需
要

創
出
効
果
が
あ
る

す
で
に
20
％

混
焼
の
技
術
的
目
途
も
立
っ
て
お

り

１
カ
所
で
大
規
模
な
需
要
創

出
が
可
能
な
火
力
発
電
所
を
核
に

ま
ず
は
水
素
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン

の
整
備
が
進
む
と
考
え
ら
れ
る


水
素
の
製
造
方
法
は
大
き
く
分

け
る
と
「
化
石
燃
料
改
質
＋
Ｃ
Ｃ

Ｓ
（
二
酸
化
炭
素
回
収
・
貯
留)｣

と
「
再
エ
ネ
に
よ
る
水
電
解
」
の

２
つ
で
あ
る
。
化
石
燃
料
資
源
、

Ｃ
Ｃ
Ｓ
、
再
エ
ネ
い
ず
れ
も
日
本

国
内
に
は
適
地
が
少
な
く
、
政
府

も
海
外
で
の
水
素
製
造
・
輸
送
に

よ
る
大
規
模
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン

の
構
築
の
分
野
に
主
眼
を
置
い
て

い
る
。
水
素
コ
ス
ト
の
補
填
制
度

は
、
ド
イ
ツ
、
英
国
が
先
行
し
て

お
り
、
各
国
で
国
際
的
な
水
素
サ

プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
獲
得
に
向
け
た

競
争
が
過
熱
し
て
い
る
。
日
本
の

権
益
確
保
に
向
け
て
、
早
期
の
取

り
組
み
が
必
要
で
あ
り
、
今
回
の

中
間
整
理
で
は
必
要
な
方
向
性
が

示
さ
れ
た
と
言
え
る
。

一
方
で
政
府
の
目

指
す
Ｓ
＋
３
Ｅ
の
実

現
に
向
け
て
は
、
海

外
か
ら
の
水
素
輸
入

だ
け
に
頼
る
の
で
は

な
く
、
国
内
で
の
再

エ
ネ
由
来
の
水
素
製

造
に
よ
る
エ
ネ
ル
ギ

ー
自
給
率
向
上
と
両

輪
の
取
り
組
み
が
重

要
で
あ
る
。

再
エ
ネ
発
電
コ
ス

ト
の
高
い
国
内
で
は

余
剰
電
力
か
ら
の
水

素
製
造
に
注
目
が
集

ま
っ
て
い
る
。
再
エ

ネ
の
発
電
量
は
天
候

に
依
存
す
る
た
め
、

需
要
と
の
ギ
ャ
ッ
プ

が
生
じ
、
余
剰
電
力

と
な
る
。
電
力
広
域

的
運
営
推
進
機
関
の

検
討
よ
る
と
政
府
が
目
指
す
再
エ

ネ
比
率
５
～
６
割
を
実
現
時
に

は
、
太
陽
光
・
風
力
発
電
量
の
約

４
割
、
年
間
２
千
億
㌔
㍗
時
の
余

剰
電
力
が
発
生
し
、
こ
れ
を
水
素

に
変
換
で
き
た
場
合
、
４
０
０
万

㌧
（
５
㌔
㍗
時
／
ノ
ル
マ
ル
立
方

㍍
で
換
算)

の
国
内
自
給
が
可
能

で
あ
る

２
０
５
０
年
の
水
素
導

入
目
標
２
千
万
㌧
の
20
％
に
相
当

す
る


太
陽
光
の
設
備
利
用
率
は
15
～

20
％
程
度
、
余
剰
電
力
の
発
生
は

さ
ら
に
そ
の
一
部
で
あ
り
、
ま
た

そ
の
発
生
場
所
は
各
地
に
分
散
し

て
い
る
。
分
散
す
る
余
剰
電
力
を

集
め
、
デ
マ
ン
ド
レ
ス
ポ
ン
ス
や

複
数
の
電
源
を
組
み
合
わ
せ
設
備

利
用
率
を
高
め
る
高
度
な
エ
ネ
ル

ギ
ー
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
仕
組
み
、

ま
た
そ
れ
を
実
現
す
る
託
送
料
な

ど
の
制
度
面
の
整
備
な
ど
、
国
内

で
の
再
エ
ネ
余
剰
電
力
か
ら
の
水

素
製
造
実
現
に
向
け
て
超
え
る
べ

き
課
題
は
多
い
。


